
　

　

H 23 ～ H 25

評価対象事業名称 就業確保支援事業費補助事業

 （対象指標1）

 （対象指標2）

1,436世帯（H22末漁業世帯数）

401040603

H23.8.3

コード

記入日
事  務  事  業  事  前  評  価  表

平成 年度

 （対象1）

単年度繰返事業

事業期間

作成年度

年度

総合計画の位置付け

課ｺｰﾄﾞ

 （対象2）

漁家数

内
訳

 人件費　B

23年度

 政策名称

 施策名称

 基本事業名称

 事務事業名称

自立する産業の育成、雇用の確保

水産業の振興

漁業経営近代化の推進

水産業後継者育成支援事業費

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度以降

3名 支援者計画者数 平成23年度

3 3

平成23年度計画申請者数

（活動指標名称） （活動指標数値） （指標積算根拠）

課　名 水産課

課長名 太田　均

25

事業種類

116

23

～ 平成平成 23 年度

安永　佳秀担当者

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 4  款ｺｰﾄﾞ 6

3

 基本事業ｺｰﾄﾞ 40104  目ｺｰﾄﾞ 2

 施策ｺｰﾄﾞ 401  項ｺｰﾄﾞ

1089

 関連計画 新上五島町担い手確保計画 法令・条例規則等

 事務事業ｺｰﾄﾞ 4010406  細目ｺｰﾄﾞ

 対象：誰、何を対象にしているのか  対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか  成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

3件・漁業就業希望者が漁業技術の習得を図るために研修を行う受入漁家に対

し、指導技術への謝礼及び漁船使用料に要する経費を助成する。（最長2

年）

　→A独立型　10,000円／日

　→B雇用型　10,000円／日

・新規漁業者の独立を支援し、担い手の確保を図る。

③

就業確保支援

者数

（成果指標名称） （成果指標数値） （指標積算根拠） （目標達成年度）

単位
全体計画

3

24年度

活動指標

件 3

成果指標

名 3 3 3 3

 総事業費 C（A+B） 千円 13,350 2,950 5,200 5,200

 直接事業費 A 千円 11,250 2,250 4,500 4,500

C
の
財
源
内
訳

国補助金 千円

県補助金 千円 5,625 1,125 2,250 2,250

起　　債 千円

そ の 他 千円

2,950 2,950一般財源 千円 7,725 1,825

千円 2,100 700 700 700

従事職員数 人 0.3 0.1 0.1 0.1

人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

① 補助申請件数

②

③

①

②

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

1

次
評
価

事業の緊急
性・必要性

類似事業との
関連

費用対効果

  当分の間は実施しない

401040603ｺｰﾄﾞ

評価項目 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

新上五島町における漁業就業者は平成20年度 1,466名であり平成10年と比べ1,139名（約43％）減少している。このような状況

において今後更なる減少が予想されることから、漁業集落の機能維持のためには漁業就業者の確保を図らなければならない。

類似事業はない。

町内での雇用の場が縮小していく中において、受入漁家への支援を得て技術習得支援事業により、若手漁業者を育成すること

で、漁村環境の活性化を図ることができる。

2次評価 本町の基盤産業である水産業の新規漁業者の独立を支援し、漁業の担い手の確保を図るうえで必要な事業である。

 
事
業
採
択
結
果

1次 2次 3次

  

計画どおりに事業を実施する

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する

  類似事業と整理統合して実施する

事業費を増額して事業を実施する

  事業費を減額して事業を実施する

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

● ●

住民等の意見

 次年度以降に計画を見直して実施する

町 の 対 応

   事業内容を見直して事業を実施する

  

評価（CHECK） 


